
 

 

第２回審議会における各委員からの作成依頼資料 

 

 

①中長期展望に立った行財政改革の重点項目【宗田委員】 

 別紙１のとおり 

 

③本市の主な任意事業に対する国からの事業実施の要請の度合い【上村委員】 

 別紙２のとおり 

 

④京都市の独自財源 672 億円の内訳【上村委員】  

 別紙３のとおり 

 

 

＜参考＞ 

このほか，上村委員，齋藤委員，横井委員から 

○「京都市の BS・PL（平成 30 年度決算）」【上村委員】 

○財政投融資の高い利率がもたらした負担の状況【上村委員】 

○これまで行ってきた改革（土地の売却等）の BS 改善効果【上村委員】 

○国民健康保険の保険料が統一された場合の保険料と任意繰出金への影響 

【齋藤委員】 

○国民健康保険の独自の財政支援がどの階層の保険料をどの程度軽減しているのか 

【横井委員】 

などの作成依頼があったが，これらの資料は第 4回審議会以降で提出する予定 

資料３ 
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①
生

産
年

齢
人

口
（

労
働

力
）

の
減

少
と

高
齢

化
の

更
な

る
進

展

・
高

齢
人

口
の

ピ
ー

ク
は

全
国

的
に

R
2
2
年

度
頃

ま
で

継
続

②
老

朽
化

し
た

公
共

施
設

の
更

新
需

要
の

集
中

・
本

市
の

公
共

建
築

物
は

，
昭

和
4
0
 年

代
か

ら
5
0
 年

代
に

か
け

て
集

中
的

に
整

備
今

後
，

大
規

模
改

修
や

建
替

え
時

期
が

集
中

③
政

策
推

進
に

ま
わ

せ
る

財
源

の
ひ

っ
迫

・
公

債
費

の
ピ

ー
ク

R
1
1
年

度
，

満
期

一
括

償
還

に
伴

う
取

崩
し

の
ピ

ー
ク

R
8
年

度

④
中

期
的

に
は

コ
ロ

ナ
の

影
響

・
個

人
消

費
の

冷
え

込
み

，
経

済
活

動
の

制
約

に
よ

る
企

業
の

業
績

悪
化

・
医

療
・

検
査

体
制

の
強

化
や

市
民

生
活

・
京

都
経

済
の

下
支

え
の

た
め

の
財

源
が

必
要

中
長

期
展

望
に

立
っ

た
行

財
政

改
革

の
重

点
項
目

別
紙
１

中
長
期
展
望

当
面

，
コ

ロ
ナ

対
応

に
取

り
組

み
な

が
ら

，
①

～
③

の
状

況
も

踏
ま

え
，

２
０

～
３

０
年

ス
パ

ン
で

，
次

の
改

革
項

目
に

重
点

的
に

取
り

組
む

必
要

が
あ

る
。

※
現

時
点

の
試

算
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②
上

記
に

重
点

化
す

る
た

め
の

，
右

肩
上

が
り

の
人

口
増

加
を

想
定

し
て

い
た

時
代

の
施

策
の

転
換

〇
公

共
施

設
ス

ト
ッ

ク
の

適
正

管
理

・
総

量
の

適
正

化
・

遊
休

資
産

の
有

効
活

用
・

受
益

者
負

担
の

適
正

化
・

民
間

活
力

の
活

用
〇

持
続

可
能

な
福

祉
に

向
け

た
制

度
の

再
構

築
・

年
齢

だ
け

で
一

括
り

に
施

策
の

対
象

と
す

る
こ

と
の

見
直

し
・

対
象

や
効

果
が

限
定

さ
れ

て
い

る
施

策
の

見
直

し
・

所
得

・
資

産
の

状
況

を
踏

ま
え

た
負

担
と

給
付

の
あ

り
方

の
見

直
し

・
行

政
の

役
割

分
担

の
精

査
・

見
直

し

③
高

い
施

策
水

準
や

京
都

の
強

み
を

持
続

す
る

た
め

の
課

税
の

あ
り

方
（

超
過

課
税

等
の

課
税

自
主

権
の

活
用

）

①
生

産
年

齢
人

口
の

回
復

に
向

け
た

重
点

投
資

〇
子

育
て

世
代

，
若

年
層

が
住

み
や

す
い

ま
ち

づ
く

り
と

対
外

ア
ピ

ー
ル

〇
産

業
用

地
の

確
保

，
戦

略
的

な
企

業
誘

致
に

よ
る

，
リ

ス
ク

に
強

い
重

層
的

な
産

業
構

造
の

構
築

〇
職

住
近

接
の

ま
ち

づ
く

り
〇

経
済

・
交

流
に

必
要

な
投

資
へ

の
重

点
化

，
国

庫
補

助
等

の
確

保
〇

担
い

手
確

保
の

ウ
ィ

ン
グ

を
広

げ
る

取
組

・
学

生
の

市
内

企
業

へ
の

就
職

促
進

・
高

齢
者

が
元

気
に

活
躍

で
き

る
ま

ち
づ

く
り

改
革
の
重
点
項
目

～
「

持
続

可
能

」
を

キ
ー

ワ
ー

ド
に

～

日
本

は
人

口
ボ

ー
ナ

ス
期

(生
産

年
齢

人
口

が
増

加
)か

ら
人

口
オ

ー
ナ

ス
期

(生
産

年
齢

人
口

が
減

少
)に

移
行

し
て

お
り

，
京

都
市

に
お

い
て

も
，

こ
れ

に
適

合
し

た
施

策
へ

の
転

換
と

，
そ

の
た

め
の

財
源

の
再

配
分

が
不

可
欠
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地方交付税措置
がある部分

交付税措置
がない部分
（A-B）

［参考］介護保険及び後期高齢者医療繰出金・負担金 （407.5億円） (378.4億円) （29.1億円）

図書館運営費 16.5億円 14.2億円 2.3億円

地下鉄事業繰出金（公営企業繰出金） 31.7億円 19.9億円 11.8億円

下水道事業繰出金（公営企業繰出金） 219.1億円 133.8億円 85.3億円

就学援助費 12.9億円 7.7億円 5.2億円

京都市立芸術大学運営交付金 15.2億円 8.6億円 6.6億円

市立病院機構運営負担金・交付金 16.7億円 8.6億円 8.1億円

予防接種費 35.7億円 17.8億円 17.9億円

観光振興事業 11.5億円 5.3億円 6.2億円

文化振興事業 22.4億円 9.5億円 12.9億円

国民健康保険事業（財政支援分） 82.6億円 30.9億円 51.7億円

水道事業繰出金（公営企業繰出金） 5.8億円 1.9億円 3.9億円

スポーツ振興事業 7.5億円 1.6億円 5.9億円

伝統産業振興事業 2.5億円 0.3億円 2.2億円

バス事業繰出金（公営企業繰出金） 2.1億円 0.2億円 1.9億円

中央市場・食肉市場繰出金 11.4億円 0.7億円 10.7億円

障害福祉サービス・医療における自己負担の軽減
（新京都方式）

2.3億円 - 2.3億円

障害者医療費（重度心身障害者医療費支給事業） 11.5億円 - 11.5億円

福祉乗車証 13.3億円 - 13.3億円

被災者住宅再建等支援事業 4.0億円 - 4.0億円

敬老乗車証 52.4億円 - 52.4億円

老人医療費 1.6億円 - 1.6億円

保育所等運営費助成 40.9億円 - 40.9億円

市独自の保育料軽減 15.8億円 - 15.8億円

市独自の保育士加配 18.7億円 - 18.7億円

学童クラブ利用料の軽減 8.2億円 - 8.2億円

学童う歯対策 2.8億円 - 2.8億円

子ども医療費 10.9億円 - 10.9億円

ひとり親家庭等医療費 5.1億円 - 5.1億円

企業立地促進助成 4.9億円 - 4.9億円

京都市産業技術研究所 7.3億円 - 7.3億円

本市の主な任意事業に対する国からの事業実施の要請の度合い

事　業　名
実施に必要な

一般財源
（A）

※　事業単位で適正な措置額の算定が難しい事業は除いている。

別紙２

第2回審議会資料の資料６⑶に記載した事業を対象に，地方交付税への措置（基準財
政需要額への算入）があるかどうかに着目して，国からの事業実施の要請の度合いを
機械的に分類したもの

基準財政需要額
への算入額(B)

国からの事業実施の要請

比較的強い
比較的弱い

ない
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京
都
市
の
財
政
状
況

（
A)
全
国
共
通
の
施
策
に
要
す
る
経
費

（
事
業
実
施
の
要
請
の
度
合
い
が
強
い
も
の
）

3,
36
8億

円
【
基
準
財
政
需
要
額
】

※
消
防
，
⼟
⽊
，
義
務
教
育
，
国
制
度
に
基
づ
く
福
祉
施
策
な
ど

（
C)
税
収
の
75
％

2,
45
8億

円
【
基
準
財
政
収
入
額
】

※
市
⺠
税
や
固
定
資
産
税
な
ど

（
B)

地
方
交
付
税

91
0億

円
（
A）

－
（
C）

(E
)税
収
の
25
％

65
2億

円
【
留
保
財
源
】

（
D)
本
市
の
独
自
性
が
強
い
施
策
の
経
費

（
事
業
実
施
の
要
請
の
度
合
い
が
が
弱
い
も
の
・
な
い
も
の
）

1,
45
2億

円
※
教
育
，
福
祉
，
⼦
育
て
⽀
援
の
充
実
，
京
都
の
未
来
へ
の
先
⾏
投
資
，

交
付
税
措
置
の
な
い
(他
都
市
水
準
を
上
回
る
)公
債
費
，
人
件
費
な
ど

(F
)独
自
の
財
源

67
2億

円
※
超
過
課
税
，
⼟
地
売

却
な
ど

(G
)

不
⾜
す
る
財
源

12
8億

円
特
別
の
財
源
対
策

歳
入

歳
出強

国
か
ら
の
事
業
実
施
の
要
請
の
度
合
い

無

【
課
題
３
】

実
施
に
必
要
な
財
源
が
⾜
り
て

お
ら
ず
，
特
に
本
市
独
自
の
施
策

の
あ
り
方
や
水
準
を
，
持
続
可
能

な
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

別
紙
３

都
市

計
画
税

23
8，

特
定

目
的

基
金

等
の

活
用

1
0
6，

土
地

売
却

・
貸

付
等
7
2，

超
過
課

税
(法

人
市

民
税

)
4
6，

宿
泊

税
4
2，

宝
く

じ
収

益
金

35
な
ど

【
課
題
１
】

こ
の
間
，
地
方
交
付
税
は
大
き
く

削
減
。
地
方
交
付
税
の
必
要
額
の
確

保
に
向
け
て
，
国
に
対
し
て
強
く
要

望
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
課
題
２
】

税
収
の
底
上
げ
に
よ
る
留
保
財
源

の
増
加
や
独
自
の
財
源
確
保
を
強
化

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

令
和

元
年

度
予

算
(
交

付
税
は

決
定
額

)
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